
市の職員数･給与などをお知らせします

●定員適正化計画（平成30年3月策定）

目　　的　限りある人的資源と財源を有効に活用できる簡素で
　　　　　効率的な自治体運営を目指します。
計画期間　平成30年４月１日～令和５年３月31日
数値目標　令和４年４月１日の目標職員数を431人とします。
年次計画	 （単位：人）

年度 H29 H30 H31 R2 R3 R4

増員（採用） [8]
7
[7]

10
[22]

7
[13]

10 11

減員（退職） [20]
18
[20]

15
[26]

10
[15]

18 17

人事交流など

による増減 [0] [3] [△1] [△2]

4月1日職員数 [423]
412
[413]

407
[408]

404
[404]

396 390

再任用職員 [17]
18
[17]

22
[19]

32
[23]

37 41

教育長 [1]
1
[1] − − − −

目標値 [441]
430
[431]

429
[427]

436
[427]

433 431

増減数 単年
△11
[△10]

△1
[△4]

+7
[0]

△3 △2

集計
△11
[△10]

△12
[△14]

△5
[△14]

△8 △10

［　］は実際の数値です。
※各年度の減員数は、前年度末における定年退職見込者数です。
※令和２年度の４月１日職員数は、上記427人に任期付職員21人を含め
448人です。
※教育長は平成30年５月から特別職化されたため、平成31年の実際の
数値を計算する際は、平成30年の目標値の実際の数値を430人として
計算しています。

①部門別職員数（各年4月1日現在）

	 （単位：人）

区分
部門

職員数 対前年
増減数H31 R2

普
通
会
計

議会 6 6 0
総務企画 114 111 △3
税務 25 24 △1
民生 80 80 0
衛生 29 30 1
農林水産 30 30 0
商工 22 25 3
土木 38 40 2
小計 344 346 2
教育 52 52 0

公
営
企
業
等

会
計

病院 − − −
水道 12 11 △1
下水道 11 10 △1
その他 29 29 0
小　計 52 50 △2

合　計 448 448 0
フルタイム

会計年度任用職員
− 36 −

②一般行政職の級別職員数
（2年4月1日現在）

区分 標準的な
職務内容

職員数
（人）

構成比
（％）

１級 主事 56 16.4
２級 主任 37 10.9
３級 主査 77 22.6
４級 係長・主査 83 24.3
５級 課長補佐 40 11.7
６級 課長 38 11.2
７級 部長 10 02.9

※職員数は、給与条例に基づく給料表の級区分による
※標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務

　市ではより効率的な行財政
運営を目指して、職員の定員
管理を行っています。
　また、職員の給与などは、
人事院や秋田県人事委員会に
よる勧告をもとに条例などで
定めており、これらの状況も
併せてお知らせします。
問合せ	 総務課 ☎89–2114
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③人件費（普通会計決算）

区分

住民基本
台帳人口

（年度末）
（人）

歳 出 額
Ａ

（千円）

人 件 費
Ｂ

（千円）

人件費率
Ｂ／Ａ
（％）

R1 51,894 27,096,648 3,317,433 12.2

H30 52,819 27,240,095 3,367,985 12.4

④職員給与費（普通会計決算）

区分
職員数
Ａ

（人）

給与費（千円） 1人当たり
給与費
Ｂ／Ａ

（千円）
給料 職員

手当
期末・　
勤勉手当

計
Ｂ

R1 392 1,462,846 287,177 566,511 2,316,534 5,910

H30 386 1,468,551 271,217 561,854 2,301,622 5,963

⑤ラスパイレス指数（各年4月1日現在）

区　分 指　　数

H31 ９６. ６

H30 ９６. ６

H29 ９６. ３

※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした
場合の給与水準を示す指数です。

⑥職員の初任給（2年4月1日現在）

区　　分 初任給月額（円）

一般行政職

大学卒 181,928

高校卒 149,610

技能労務職

高校卒 149,610

中学卒 136,215

⑦職員の平均年齢、平均給料月額、
　平均給与月額（2年4月1日現在）

区　分 平均年齢
（歳）

平均給料月額
（円）

平均給与月額
（円）

一般行政職 43.0 310,000 366,300

技能労務職 55.0 325,600 352,600

※「平均給料月額」とは、職種ごとの職員の基本給の平均です。
※「平均給与月額」とは、給料月額と扶養手当、住居手当、時間
外勤務手当などの諸手当の額を合計したものです。

⑧職員の経験年数別・学歴別
　平均給料月額（2年4月1日現在）	 （円）

経験年数区分 10年以上
15年未満

15年以上
20年未満

20年以上
25年未満

一般行政職
大学卒 280,500 317,900 367,100
高校卒 219,100 277,600 320,100

技能労務職
高校卒 － － 334,800
中学卒 － － －

※経験年数は卒業後の換算年数です。採用前に民間企業で勤務
した場合などは、その期間を換算し、採用後の経験年数に加
えています。

⑨特別職の報酬など（2年4月1日現在）

区　分 給料・報酬
月額等（円）

期末手当

市　長 844,000 支給割合
3.150月分副市長 695,000

議　長 417,000
支給割合
3.150月分副議長 371,000

議　員 354,000

⑩期末手当・勤勉手当（元年度）

支給割合
期末手当	2.50月分

勤勉手当	1.85月分

職員１人当たり平均支給額 1,436千円

※職務の等級により5〜15%の役職加算があります。

⑪時間外勤務手当（元年度）

支給総額（平成31年度決算） 150,392千円

職員１人当たり平均支給年額 336千円

※支給総額には休日勤務手当を含んでいます。
※職員１人あたり平均支給年額は、支給実績を31年４月１日
　現在の職員数で割った数です。

⑫勤務時間（2年4月1日現在）

◦１週間の正規の勤務時間 …………… 38時間45分
◦勤務時間 ………… 午前８時30分～午後５時15分
◦休憩時間 ………………………… 正午～午後１時
※一般的な勤務時間であり、職場によっては交替制勤務などに
よりこの勤務時間と異なる場合があります。

⑬処分の状況（元年度）

◦懲戒処分 ………… ０人（戒告０人、停職０人）
◦その他の処分 …… 16人（休職）

⑭服務の状況
◦一般職員の年次有給休暇の平均取得日数（元年）
 ………… 10.3日
◦病気休暇を取得した職員（31年）……… 延べ28人
 （うち１カ月以上の長期療養 …… 延べ９人）
◦介護休暇を取得した職員（31年）…………… １人
◦新たに育児休業を取得した職員（31年）…… ６人

広報のしろ  2.11.107


